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要旨：本研究では，梁に段差を有する鉄筋コンクリート造柱梁接合部において，載荷方向を変えた片側漸増

載荷実験を実施し，接合部のせん断強度に関して検討した。その結果，梁主筋を 90°折曲げ定着した梁せい

の 0.4 倍程度の段差を有する接合部では，載荷方向の違いによりせん断強度が約 30%異なった。これより，段

差梁接合部のせん断強度を正確に評価するためには，載荷方向を考慮する必要がある。また，既往の実験で

正負交番載荷を行った柱梁の断面および梁主筋の定着形式が同一である段差がない接合部のせん断強度の実

験値の計算値に対する比は，梁せいの 0.4 倍程度の段差を有する接合部の正載荷時と負載荷時の間になった。 
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1. はじめに 

筆者らは，柱左右の梁に段差を有する鉄筋コンクリー

ト造柱梁接合部（以下，段差梁接合部と呼ぶ）について，

正負交番漸増載荷実験でせん断破壊した試験体を対象に，

接合部せん断強度に影響を及ぼし得る因子ごとに，せん

断強度の実験値と計算値を比較して検討した結果，載荷

方向や梁主筋の定着形式の違いにより段差梁接合部のせ

ん断強度が異なる可能性があると考えている 1)。 

段差梁接合部の既往の載荷実験では，建物が地震力を

受ける時の挙動を模擬できるように，正負交番載荷を行

ったものが多い例えば 2)~5)。しかし，正負交番載荷では，後

で載荷した方向において，その前の載荷サイクルにおけ

る劣化や残留変形が耐力などに影響する可能性がある。

また，段差梁接合部は幾何学的に非対称な形状を有して

いるため，試験体の力学的性状が外力の方向により異な

る（以下，このような性質を方向性と呼ぶ）。このような

方向性を持った試験体の実験結果を正確に評価するため

には，載荷方向とその順序の影響を考慮する必要もある。

一方，既往の実験例では，載荷方向の順序が定まってい

ない。つまり，実験結果に試験体の持つ方向性の影響と

載荷履歴の影響が混在している。 

本研究では，正負交番載荷を行うことによる影響を除

去し，載荷方向による接合部せん断強度の差異を明確に

把握するため，形状や配筋や材料などの諸元が同じであ

る試験体を用いて，正あるいは負の片側のみの載荷とし

た実験を行う。通常，上述のとおり実際の地震時の挙動

に近い条件を考慮して正負交番載荷とすることが多いが，

逆方向の載荷で生じたせん断ひび割れ面において観察し

たい方向の応力伝達機構の形成に影響を与えることを避

けるため，片側のみの載荷とする。  

なお，本実験の実験結果を方向性がない試験体の実験

結果と比較するため，正負交番載荷を行った柱梁の断面

および梁主筋の定着形式が同一である段差がない試験体

6)も併せて検討する。 

 

2. 実験概要 

同一形状・配筋の段差梁接合部の試験体 2 体（0.4D-H-

P および 0.4D-H-N）を作成した。図－1 に段差梁接合部

の試験体の全体形状を示す。さらに，筆者らが行った既

往研究 6)の段差のない試験体（0D-H-A）も比較のため検

討する。 

各試験体とも縮尺は 1/3 程度を想定し，柱梁の寸法お 
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図－1 試験体形状 
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よび配筋は各試験体とも共通とした。梁主筋を接合部内

で 90°標準フック 7)（余長は 8db ，db：鉄筋径）により

定着した。0.4D-H-P および 0.4D-H-N 試験体は 125mm（梁

せいの 0.4 倍程度）の段差量を設けた。図－2 に接合部の

配筋詳細，表－1 に試験体諸元を示す。いずれの試験体

も，ほぼ同様な材料を使用した。表－2 に鉄筋およびコ

ンクリートの材料特性を示す。また，コンクリート打設

は，試験体を床上に寝かせて横打ちとした。 

なお，本研究では接合部の破壊性状を見るために，柱 

 

 

 

および梁の主筋を高強度筋とし，文献 6)に従って梁曲げ

降伏時の接合部への入力せん断力が接合部のせん断強度

の計算値 8)より 1.5 倍程度大きくなるように設計した。 

載荷方法は図－3 に示すように柱頭柱脚をピン支持と

して加力装置に試験体を固定し，柱芯から 1250mm の位

置に荷重を与え逆対称載荷とした。なお，柱の初期軸力

は 0 とした。載荷方向は 0.4D-H-P は正，0.4D-H-N 試験

体は負とした。制御は図－4 に示すサイクルに従い正あ

るいは負の片側のみの漸増載荷とし，左右のジャッキの

ストローク量が等しくなるよう行った。各サイクルは荷

重が 0 になるまで除荷し次のサイクルの載荷を開始した。

表－1 試験体諸元 

試験体名※1 0.4D-H-P 0.4D-H-N 0D-H-A※2 

スパン長さ×階高 2500×2250(mm) 

梁 

幅×せい 150×300(mm) 

主筋 3-D13 

定着形式 90°折曲げ 

あばら筋 -D4@33 

柱 

幅×せい 180×300(mm) 

主筋 8-D13 

帯筋 -D4@33 

 接合部 □-D4@47 □-D4@50 

載荷方向 正(＋) 負(－) 交番(±)※3 

※1：試験体名 

0.4D-H-P 

載荷方向，P：正載荷，N：負載荷，A：正負交番載荷 

梁主筋の定着形式，H：90°折曲げ定着 

段差量，D：梁せい 

※2：本研究では文献 6)の試験体番号 No.2 を 0D-H-A とする。 

※3：正(+)は先に載荷，負(-)は後で載荷したことを表す。 

 

表－2 材料特性 

鉄筋 

呼び名 降伏強度※(MPa) ヤング係数(GPa) 

D13 850[866] 205[210] 

D4 397[399] 197[191] 

コンク

リート 

圧縮強度(MPa) 引張強度(MPa) ヤング係数(GPa) 

25.2[25.7] 2.48[2.38] 25.4[25.4] 

※：0.2%オフセット耐力 [ ]：0D-H-A 試験体を表す。 

図－2 接合部詳細 
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図－3 加力装置の概要（正載荷の場合） 
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図－4 載荷履歴 

各サイクルでは荷重が 0 になる
まで除荷し，それから次のサイ
クルの載荷を開始した。なお，
図中の各サイクルにおける残留
変形（層間変形角）はその時の
おおよその値を示している。 

L=2500 

図－5 載荷点の変位の測定方法 
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なお，0D-H-A は同一の加力装置を使い，文献 6)に示す

正負交番載荷とした。層間変形角 R は図－5 に示すよう

に載荷点の下に変位計を取り付け，左右の載荷点の変位

の合計値をスパン長さ L（= 2500 mm）で除して算定した。 

 

3. 実験結果 

3.1 荷重変形関係および実験破壊性状 

写真－1 に試験体の損傷状況，図－6 に荷重 Pexp－層間

変形角 R 関係を示す。Pexp は，左右梁の荷重の平均値と

する。また，正負交番載荷を行った 0D-H-A 試験体では，

荷重 0 で図を分けて，図－6(c)に正側，(d)に負側を示す。

なお，正側を先に載荷，負側を後で載荷した。 

写真－1(a)に示すように，0.4D-H-P 試験体は 2×10-3rad

でパネルゾーン右上の入隅部から右梁下端筋の折曲げ位 

置に向かっての斜めひび割れ C1，5×10-3rad で斜めひび 

 

(a) 0.4D-H-P試験体 

(b) 0.4D-H-N試験体 

写真－1 接合部の損傷状況 
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図－6 荷重-層間変形角関係 
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(b) 0.4D-H-N試験体 

(d) 0D-H-A試験体負載荷 

(c) 0D-H-A試験体正載荷 

※破線は，計
測上の不具
合により，正
確な測定が
できなかっ
たデータを
示す。 

 

- 243 -



 

 

割れ C1'が生じた。10×10-3rad でパネルゾーン左下の入

隅部から右上の入隅部まで斜めひび割れ C2が生じ，15×

10-3rad で C2 周辺に細かいひび割れが増え，最大荷重に

達した。その後，斜めひび割れ C1，C2の幅が拡大し耐力

低下した。30×10-3rad でパネルゾーンのカバーコンクリ

ートが剥落し始め，仕口面の曲げひび割れの幅が拡大し

た。最終的にひび割れ C2に沿うコンクリートの圧壊が激

しかった。 

写真－1(b)に示すように，0.4D-H-N 試験体は-10×10-

3rad で左右梁の重なり区間で左梁の曲げ圧縮側の入隅部

から右梁の曲げ圧縮側の入隅部までの斜めひび割れ C1

が生じ，-15×10-3rad で C1 より勾配が急な斜めひび割れ

C2 が左上の入隅部から左梁下端筋の折曲げ位置に向か

って生じた。-20×10-3rad でパネルゾーン右下の入隅部近

傍で C1 の周辺に細かいひび割れが増え，C2 が左梁下端

筋の折曲げ位置の左側に向かって伸展し，最大荷重に達

した。その後のサイクルでパネルゾーンの斜めひび割れ

の幅が拡大し，耐力低下した。-40×10-3rad でパネルゾー

ンのカバーコンクリートが剥落し始め，仕口面の曲げひ

び割れの幅が拡大した。0.4D-H-P 試験体と比べ，写真－

1(b)に示す 0.4D-H-N 試験体の最終破壊時では，斜めひび

割れ C1，C2の幅の拡大は穏やかであり，パネルゾーン左

下部分のかぶりコンクリートの浮き，右上部分の斜めひ

び割れ幅の拡大，および左上と右下の柱圧縮主筋付近の

ひび割れ幅の拡大が顕著であるが，試験体裏側のコンク

リート打設面では，斜めひび割れ C1，C2に沿う位置にひ

び割れの幅の拡大が最も激しかった。 

0D-H-A 試験体では，0.4D-H-P および 0.4D-H-N 試験体

と異なり，写真－1(c)に示すように，15×10-3rad 以降で

接合部の曲げ圧縮側の入隅部から左右梁の引張主筋の折

曲げ開始点近傍までの生じた斜めひび割れ C1，C1'，C2，

C2'が顕著であり，最終破壊時の-40×10-3rad で斜めひび

割れの幅の拡大およびカバーコンクリートの剥落が激し

かった。 

いずれの試験体も，接合部の損傷が顕著であり，最大

荷重が梁曲げ強度の略算式（Mu=0.9at･y･d，ここに，at：

引張鉄筋の公称断面積，y：表－2 に示す鉄筋の降伏強

度，d：梁の有効せい）で算定した梁の曲げ降伏時荷重

（=72.4kN）の 50%程度であったこと，仕口面のひび割れ

が大きく拡大したのは最大荷重後の比較的大変形時であ

ったことを勘案し，接合部の破壊形式は主にせん断破壊

と判断した。0.4D-H-P 試験体は層間変形角が 15×10-3rad

で，他の試験体は層間変形角が 20×10-3rad で最大荷重に

達した。最大荷重は，0.4D-H-P 試験体と比べて，0.4-D-

H-N 試験体が 29%大きかった。0D-H-A 試験体は正載荷

時と比べて，負載荷時が 6%低かった。 

3.2 最大荷重後の耐力低下の状況 

図－7 に各サイクルのピーク時荷重をそれぞれの試験

体の最大荷重で無次元化したものを示す。いずれの試験

体も，25×10-3rad 以降で耐力が明確に低下し始めた。

0.4D-H-P と 0.4D-H-N 試験体では，最大荷重後の耐力低

下の程度はほぼ同様である。25×10-3rad で 0.4D-H-P お

よび 0.4D-H-N 試験体は荷重が数%程度低下したことと

比べ，0D-H-A 試験体では，荷重が正載荷時 5%，負載荷

時 10%程度低下しており，最大荷重後の耐力低下は 0.4D-

H-P および 0.4D-H-N 試験体より大きい。これは，0D-H-

A 試験体が交番載荷の影響で，試験体の劣化が，片側の

みの載荷を行った試験体より激しかったと考えられる。 

 

4. 接合部せん断強度の実験値-計算値の比較 

図－8 に載荷方向ごとに，接合部せん断強度の実験値

Vjexp を計算値 Vju
8)で除した値を示す。なお，Vjexp および

Vjuは下記の式により接合部せん断強度を算定した。 

Vjexp={(L-Dc)/jb-L/H}･Pexpmax  1) 

Vju=0.799×B
0.712･bj･Dj   2) 

ここに， 

L：スパン長さ   Dc：柱せい 

jb：梁応力中心距離(=7/8d)  d：梁の有効せい 

H：階高  Pexpmax：梁の最大荷重 

B：コンクリートの圧縮強度(N/mm2) 

bj：接合部の有効幅   Dj：接合部の有効せい 

ldh：梁引張主筋の水平投影定着長さ 

靭性指針 8)では，接合部の有効せい Djを「柱せいまた

は 90°折曲げ筋水平投影長さ」としている。図－8(a)は

接合部の有効せい Dj を柱せい Dc=300mm とした場合，

図－8(b)は Dj を 90°折曲げ定着した梁引張主筋の水平

投影定着長さ ldh とした場合である。なお，ldh は，0.4D-

H-P および 0.4D-H-N 試験体はそれぞれ引張側の主筋の

定着長さ（0.4D-H-P：240mm，0.4D-H-N：254mm），0D-

H-A 試験体は上端筋と下端筋の定着長さの平均値

247mm とした。また，表－3 に各試験体の接合部せん断

強度の実験値および計算値を示す。Vjexpは，Djを ldhとし

て算定する場合においても，Vjuより低い。 
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0.4D-H-P 試験体と比べると，0.4D-H-N 試験体のせん断

強度は約 30%高い。これより，段差梁接合部のせん断強

度については，載荷方向を考慮して評価する必要がある

と考えられる。また，正負交番載荷を行った 0D-H-A 試

験体のせん断強度の実験値の計算値に対する比は，正負

とも 0.4D-H-P 試験体と 0.4D-H-N 試験体の間になってい

る。0D-H-A 試験体と 0.4D- H-N 試験体との差は 0.4D-H- 

 

P 試験体との差より大きいが，0D-H-A 試験体は負載荷側

のせん断強度が正載荷側より 5%程度耐力が低下してい 

ることが示唆するように，正負交番載荷の影響で試験体

の劣化がより激しくせん断強度が低下していた可能性が

あると考えられ，片側のみの載荷を行う場合であれば，

0D-H-A 試験体のせん断強度は，0.4D-H-P 試験体と 0.4D-

H-N 試験体の中間程度であるとも推察できる。 

以上により，本実験のような梁主筋を 90°折曲げ定着

した接合部では，梁せいの 0.4 倍程度の段差を有する接

合部のせん断強度は，載荷方向の影響を大きく受けると

言える。 

 

5. 段差梁接合部で想定するストラット機構 

段差がない 0D-H-A 試験体では，文献 6)に示すように，

①柱梁の曲げ圧縮側における水平方向の力（例えば図－

9(a)では，梁端のコンクリートの圧縮力 bCcと接合部内の

右梁上端筋の一部付着力 RbB と柱のせん断力 cV），およ

び鉛直方向の力（柱脚のコンクリートの圧縮力の一部

RcCcと接合部内の柱主筋の一部付着力 cBと梁のせん断力

bV）の合力と，折曲げ部の支圧力（柱頭のコンクリート

の圧縮力の一部 RcCcと右梁下端筋の折曲げ位置に作用す

る定着力 Taの合力）が釣合う機構（図では片側のストラ

ットのみを網掛けで，それと対になるもう一方は破線で

示す。）（Mode1），②左右梁の引張主筋の折曲げ部におい

表－3 実験値および計算値一覧 

試験体名 載荷方向 
接合部せん断強度(kN) 

Vjexp Vju(Dj=Dc) Vju(Dj=ldh) 

0D-H-A 
正 261 

399 329 
負 245 

0.4D-H-P 正 234 
394 

315 

0.4D-H-N 負 302 333 

0.5

0.6

0.7
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0.9

1

V
je

xp
 /

V
ju

正載荷　　　　　負載荷 正載荷　　　　　負載荷

図－8 載荷方向による接合部せん断強度の比較 
 

(a) D
j
=D

c
の場合  (b) D

j
=l

dh
の場合  

○：0D-H-A ■：0.4D-H-P と 0.4D-H-N 

図－9 接合部内に想定するストラット機構 
 

ここに， 
V：柱梁のせん断力 
Cc：コンクリートの圧縮

力 
B：コンクリートと鉄筋

の界面に生じた付着
力 

Ta：折曲げ部分の定着力 

また，b,c は梁柱位置，

L,R は左右梁を表

す。 

※ストラットのせいは，
Mode3では文献 9)を
参考に，コンクリー
トの圧縮域（柱梁圧
縮縁より中立軸まで
の距離）に集中する
と仮定し，Mode1, 
Mode2 では，折曲げ
半径に集中したと仮
定して描いた。 

Mode1 では，片側のスト
ラットのみを網掛け
で，それと対になる
もう一方は破線で示
す。 

なお，青線と赤線は試験
体の最大荷重時のひ
び割れを示す。 
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て，支圧力同士が釣合う機構（Mode2），③右梁の曲げ圧

縮側において，水平方向の力（bCcと RbB と cV），および

鉛直方向の力（cCcと cB と bV）の合力と，左梁の曲げ圧

縮側において，水平方向の力（bCcと接合部内左梁圧縮主

筋の一部付着力 LbB と cV），および鉛直方向の力（cCcと

cB と bV）の合力が釣合う機構（Mode3），の 3 つのスト

ラット機構が同時に生じ得ると推測している。 

そこで，段差梁接合部 0.4D-H-P および 0.4D-H-N 試験

体においても，同様に図－9 に示すように，Mode1，Mode2，

Mode3 の 3 つのストラット機構が同時に生じ得ると仮定

すると，載荷方向の違いにより，ストラット機構の生じ

方が異なると想定できる。特に Mode2 と Mode3 は載荷

方向でストラットの角度が大きく変わると想定できる。

接合部内のコンクリートが圧縮力を受けることにより，

ストラット方向に圧縮主応力が生じ，またそれと直交す

る方向に引張主応力が生じると仮定し，引張主応力度が

コンクリート引張強度に達するとコンクリートにひび割

れが生じると仮定すれば，ストラットに沿って斜めひび

割れが生じ得ると推測できる。一方，コンクリートの圧

縮主応力度が有効圧縮強度に達するとコンクリートが圧

壊すると仮定すれば，ストラットが負担する最大せん断

力が推測できる。斜めひび割れの発生状況から，正載荷

負載荷とも少なくとも Mode1 および Mode3 の存在が示

唆される。負載荷の 0.4D-H-P 試験体では，Mode2 のスト

ラットに沿うひび割れは明確に見られなかった。また，

本実験では，パネルゾーンの浮いている状況から，いず

れも接合部内にコンクリートの圧壊が生じたと考えられ

る。李らは文献 9)で段差のない通し配筋とする十字形接

合部を対象に，接合部せん断強度に影響を及ぼすストラ

ット機構について検討し，接合部コンクリートの有効圧

縮強度，ストラットのせいおよび角度を用いてせん断強

度を評価すれば計算値が実験値と良い精度で推定できる

ことを示している。そこで，同様な手法を用いればスト

ラット機構に基づいてせん断強度を評価することができ

ると考えられる。しかし，段差梁接合部では前述のよう

に複数のストラット機構が混在していると考えられる。

さらに，正載荷と負載荷で接合部せん断強度の差が生じ

る要因として，各ストラット機構がせん断力を負担する

割合が異なる可能性も考えられる。ただし，それらを詳

細に評価することは，今後の課題としたい。 

 

6. まとめ 

本論では，梁に段差を有する鉄筋コンクリート造柱梁

接合部の載荷方向を変えた片側漸増載荷実験を行った結

果，以下の知見を得た。 

1) 梁せいの 0.4 倍程度の段差を有する段差梁接合部で

は，本実験で定義した負方向載荷の場合は，正方向

載荷の場合より，接合部せん断強度が約 30%高かっ

た。これより，方向性を持つ段差梁接合部について

は，載荷方向を考慮してせん断強度を評価する必要

があると考えられる。 

2) 梁主筋を 90°折曲げ定着した場合，筆者らの既往の

実験で正負交番載荷を行った段差がない接合部のせ

ん断強度の実験値の計算値に対する比は，梁せいの

0.4 倍程度の段差を有する接合部の正載荷時と負載荷

時の間になった。 
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